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研究成果の概要： 
地域福祉活動への参加、また地域福祉計画づくりに住民参加の手法を用いることは、住民本人
や地域社会にどのような影響を与えるのだろうか。研究調査の結果、地域福祉活動や計画づく
りへの参加は、住民の問題意識を高め、日常生活での困りごとを解決する力を身につける等、
一定の効果が生まれることが明らかとなった。しかしその一方、地域福祉活動を持続させ、地
域単位での問題解決システムをつくる上では、地域ガバナンスの必要性が明らかとなった。 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 1,800,000 540,000 2,340,000 

２００７年度 3,300,000 990,000 4,290,000 

２００８年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

総 計 6,300,000 1,890,000 8,190,000 

 
 
研究分野： 社会科学 
科研費の分科・細目：社会学・社会福祉学 
キーワード：(1)地域福祉活動 (2)地域福祉計画 (3)コミュニティソーシャルワーク 

(4)ソーシャルキャピタル (5)問題解決システム (6)小地域活動 (7)住民参加 

 
１．研究開始当初の背景 
 社会福祉法により市町村の地域福祉計画
策定が法制化され、2005 年の介護保険法改正
でも「日常生活圏域」という概念が持ち込ま
れる等、地域福祉の考え方はより制度化され
る流れである。社会福祉における今日的な諸
課題は、児童、高齢者、障害者、生活保護等、
従来の縦割り的な施策では解決が困難であ
り、コミュニティソーシャルワーク等の地域
を単位とした専門家や住民の連携と協働に
よる包括的課題解決の手法やその開発が必
要とされている。 
 その一方、行財政改革の影響を受け、さら

に地域福祉計画には財政措置が伴わないこ
ともあり、その結果、行政責任の所在も不明
瞭になり、計画自体が形骸化するケースが懸
念されている。日本の地域福祉には、地方分
権時代に見合った市町村の行政能力、さらに
は住民自身の自治力が問われている。 
 このような社会背景の中で、本研究を実施
するに至った問題意識は、大きく以下の 2点
である。 
住民参加の手法を取り入れた地域福祉計

画の策定は、住民の主体形成に寄与し、また
地方分権の受け皿としての住民自治の基盤
づくりに貢献できるのではないだろうか。 
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また小地域単位の包括的な問題解決シス
テムの構築によってこそ、安心して暮らせる
地域づくりが可能となるのではないだろう
か。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は主に以下の２つである。 
第一に、地域福祉計画や日常的に展開され

る地域福祉活動が、地域社会にどのような効
果や影響をもたらすかを明らかにする。 

第二に、分権時代における地域福祉活動の
有効性と必要性について、国内および海外で
の先行事研究を踏まえたうえで理論化し、方
法論を確立する。 
 
３．研究の方法 
（１）松江市（島根県）における第１次地域
福祉計画策定後の地域福祉の変化を測定す
るため、アンケート調査および関係者へのイ
ンタビュー調査を実施した。 
 
（２）岸和田市（大阪府）の地域福祉計画策
定プロセスの参画の手法を導入し、参加した
住民の意識の変化を分析するため、アンケー
ト調査を実施した（＝計画策定プロセスへの
参画の手法導入に関する評価を測定する）。 
 
（３）日本の地域福祉研究を発信するととも
に、国外の研究動向を踏まえた地域福祉方法
論の確立をはかる。スウェーデン・ヴェクシ
ョー市における関連機関での現地ヒアリン
グ調査を実施し、ヴェクショー大学看護福祉
学部の研究者と地域福祉の現状についての
意見交換を行う。 
 
４．研究成果 
 上記の目的、方法のもとで、本研究が行わ
れ、代表研究者および各分担研究者による論
文や学会発表を通じて、個別に研究成果が出
されている（「５．主な発表論文等」を参照）。 
 今後、研究成果の総括が求められるが、こ
こでは現段階での研究成果を整理する。 
 
（１）松江市でのヒアリング・インタビュー
調査 
 本研究で調査対象とした島根県松江市（人
口 19.4 万人）の地域福祉計画はその策定プ
ロセスに住民参画の手法を取り入れた点で
全国的に注目されている。全 21 地区社協（当
時）による地区社協地域福祉計画の策定を踏
まえ、市の地域福祉計画が完成した。松江市
の計画策定モデルが松江市の地域福祉にど
のような影響を与えたかについて、質的調査
により検証作業を行った。 
 
●第１回 ヒアリング調査 

「第 12 回地域福祉実践研究セミナー」

（2006 年 8月 24-26 日開催、特定非営利活動
法人日本地域福祉研究所・島根県松江市・社
会福祉法人松江市社会福祉協議会主催）に参
加し、基礎情報の収集を行った。各公民館ご
とに行われたワークショップでは、地域福祉
実践や地域福祉計画策定についての報告が
あり、28 公民館区で実に様々な取り組みが行
われていることを効率的かつ効果的に理解
することができた。また同セミナーにおいて、
上野谷、松端は、シンポジウムのアドヴァイ
ザー、コーディネーターを務めた。さらに上
野谷、松端、加川らは共著『松江市の地域福
祉計画-住民の主体形成とコミュニティソー
シャルワークの展開』（ミネルヴァ書房、2006
年）を刊行した。 
 
●第１回 インタビュー調査 

松江市では地区社協の単位と公民館区が
同じエリアであり、両者の活動が一体化して
いる。つまり地域福祉活動に公民館が大きな
役割を果たしているのである。 
前述のヒアリング調査により収集した基

礎情報をもとに、松江市忌部公民館、朝酌公
民館の館長と地区社協会長へインタビュー
調査を実施した（2007 年 3 月）。 

公民館長の選出方法、公民館を核とした地
域福祉活動の財源、活動の運営組織等につい
てインタビューを行う中で、松江市内の公民
館活動は社会教育と地域福祉を担う一種の
近隣政府の役割を果たしていることが明ら
かとなった。このことは斉藤論文（2009）に
整理されている。 
 
●第２回 インタビュー調査 

松江市忌部公民館、城北公民館館長ならび
職員を対象に、公民館を核とした地域福祉活
動における問題解決システムの構築に関す
るインタビュー調査を実施した（2008年3月）。  

忌部公民館では、第 1期計画の成果を踏ま
えて、2 期計画を策定し、新たに忌部助け合
いセンター「輪の会」を発足させ、ボランテ
ィア活動を促進し、また地域生活支援会議（2
か月に 1回開催）を立ち上げて福祉課題の発
見と把握に努めている。 
また城北公民館でも第 2期計画の中で、独

自に城北アカデミー講座福祉コースを開設
し、福祉についての理解を深める研修会を行
うとともに、「少々地域活動計画」をつくり、
さらに身近な地域の福祉を考える場をつく
ることを目標としていた。 
本調査により、松江市では、住民参加型手

法でつくられた第 1期計画が 1回限りで終わ
ることなく、第 2期計画に継続され、さらに
意欲的な取り組みに発展していることが確
認できた。 
 
●第３回 インタビュー調査 



松江市古志原公民館、本庄公民館、白潟公
民館の利用者を対象に、住民の生活と公民館
の関わりについてのインタビュー調査を実
施した（2008 年 7 月）。インタビュー調査で
は、特に子育て中の世代、高齢者等にとって、
公民館が生活の中で極めて身近な場所であ
ることが明らかになった。公民館活動に対す
る費用負担も重いとは感じておらず、活動に
対して住民が一定の負担をすることは当然
のことになっている。また市内中心部から離
れた地域では、公民館が一種の役所的な機能
を果たしており、公民館長には、地域の困り
ごと等を集約して解決するリーダーシップ
が求められていることも明らかとなった。 

地区福祉活動計画の策定に参加した住民
の方々は、地域のいろいろなことが勉強でき
たと参加を前向きに評価しており、さらに人
の輪が広がったことに活動の充実感を感じ
ていることが確認できた。 
 
（２）松江市でのアンケート調査 

ヒアリング・インタビュー調査と並行して、
松江市の住民を対象としたアンケート調査
を実施した（2008 年 2 月）。28 公民館区に協
力依頼をし、約 500 人の協力を得ることがで
きた。詳細な分析はまだ作業の途中であるが、
現段階でもいくつかの特徴がみられている。 
例えば、福祉の問題や社会の問題に気づく

きっかけとして、「地域からの情報」「地区内
の様々な会議からの情報」などの回答がみら
れ、日常的な地域福祉活動をきっかけに、住
民の問題意識が形成されている側面がみら
れる。また自由記述では、「行政に任せるの
ではなく、」「自治会の役割を明確にし、」「自
治会に権限をおろせば加入率が上がる」など、
地域づくりは自分たちの責任で行うという
意識が強くみられる。 
 
（３）岸和田市でのアンケート調査 

大阪府岸和田市（人口 20.2 万人）では、
第 2期地域福祉計画（策定委員会委員長：上
野谷加代子・同志社大学教授）の策定の中で、
松江市と同様に住民参加の手法を取り入れ
た。計画策定の基本となる住民懇談会は、岸
和田市内 24小学校区を 9ブロックに分けて、
各ブロック 3 回ずつの会議を実施した結果、
延べ 1388 人（1 回目 540 人、2 回目 482 人、
3回目 366 人）の参加があった。 

岸和田市でのアンケート調査は、第１回住
民懇談会に参加した 540 人を対象に実施し
（2007 年 3 月）、住民懇談会に参加する前と
参加した後での地域福祉に対する意識の変
化を測定しようとするものである。 

アンケート調査の結果では、地域福祉計画
の策定過程への参加、つまり住民懇談会へ参
加したことについて「知り合いが増えた」「情
報を得ることができた」「勉強になった」と

いう、前向きの評価や意見が多かった。住民
懇談会という手法は、その意味で大きな効果
があるといえる。この点については、金田
（2007、2008）の学会発表がある。 
しかし本研究会では、アンケートの結果か

ら、継続性の問題が指摘された。住民懇談会
を実施し、多くの参加者が得られても、その
意識を継続させ、問題解決システムづくり、
計画の遂行管理や次期計画策定にどのよう
につなげるかという点では大いに課題が残
される。意識の持続や事業の継続性を考えた
場合、どうしても地域ガバナンスの構築が必
要となるのではないかという問題提起がな
されることとなった。 
 
（４）スウェーデンでのヒアリング調査と現
地研究者との意見交換 
本研究では、海外（今回は特にスウェーデ

ン）における地域福祉の動向を調査し、同時
に日本国内の地域福祉の事情を海外に向け
て発信することも目標の一つであった。 
本研究では 2007 年 8月 24 日～9月 3日に

わたり、スウェーデン現地調査を実施した。
スウェーデン・ヴェクショー市では、地域福
祉関連機関を視察し、現地職員や研究者と意
見交換を行った。中でも「Pancentralen パン
セントラーレン（地域暖房のためのボイラー
センター）」を中心とする地域づくりの取り
組みはユニークであった。この取り組みは、
ヴェクショー市内で移民の居住率が 6割を超
える地域で、住民参加のもと、いかに住環境
を整備していくかというものである。地域の
中心にある昔のボイラーセンターをカフェ
に改造し、職員を配置し、地域づくりの拠点
とした。地域のボランティア団体の協力も得
ながら、タウンウォッチング、夜間パトロー
ルや花いっぱい運動などを展開し、住民自ら
が地域づくりへの参加することにより、犯罪
率を低下させ、安心して暮らせる地域を作ろ
うとするものであった。 
またストックホルム市ではボランティア

センターが、EU との連携により、インターネ
ットを使ったボランティアコーディネート
に力を入れている状況も視察した。スウェー
デンの地域福祉における新たな動向につい
ては、吉岡（2008）による学会発表がある。  

さらに研究協力者であるビョーン・アルビ
ン氏、クリスティーナ・シーヴァートソン氏
（共にヴェクショー大学看護福祉学部准教
授）らの論文（2008）を日本語に翻訳し、査
読付論文として掲載に結びつけることがで
きたのも、本研究の大きな成果である。 
 
（５）研究総括に向けた課題 
本研究の目的は、大きく２つあった。 
第一に、地域福祉活動や地域福祉計画づく

りへの参画がどのような影響をもたらすか



を明らかにすることである。この点について
は、現分析段階では参加した本人の満足度が
高まり、問題意識が高まったことのみが明ら
かになっている。地域社会にとっての影響な
どについても、さらにアンケート結果を精査
し、分析を詳細に行う必要がある。特に松江
市と岸和田市のアンケート結果の比較分析
が必要である。 

第二に、分権時代における地域福祉活動の
有効性と必要性について、国内および海外で
の先行研究を踏まえた上で理論化し、方法論
を確立することである。この点では、地域ガ
バナンスがカギとなってくることが明らか
になった。何らかの地域ガバナンスが存在す
る自治体（例えば、島根県松江市、スウェー
デン・ヴェクショー市等）では、小地域に権
限が委譲されても一定の地域福祉を継続的
に担っていくことが可能である。またそのこ
とは住民の参加意欲を高め、自治意識を高め
る効果がみられる。理論化と方法論の確立に
ついては、本研究の結果を踏まえて、さらに
議論を深めていかなくてはならない。 
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